
第76回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

（2020年６月１日から
2021年５月31日まで）

三 協 立 山 株 式 会 社

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、

インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス https://www.st-

grp.co.jp/）に掲載することにより開示しております。
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連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社は47社であります。

主要な連結子会社は、三協テック㈱、三精工業㈱、協立アルミ㈱、ＳＴ物流
サービス㈱、ＳＴメタルズ㈱、三協化成㈱、サンクリエイト㈱、Thai Metal
Aluminium Co.,Ltd.、ST Extruded Products Germany GmbH、SANKYO
TATEYAMA (SINGAPORE)PTE.LTD.、SANKYO TATEYAMA(THAILAND)
CO.,LTD.、Sankyo Tateyama Europe BV、三協立山押出製品（天津）有限
公司、SANKYO TATEYAMA ALLOY (THAILAND) CO.,LTD.であります。
連結子会社であるST Extruded Products Belgium BVは、清算結了したこ
とに伴い、連結の範囲から除外しております。
2021年４月１日付で連結子会社である筑豊アルミ㈱は、同じく連結子会社で
ある㈱サンテック九州を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の
範囲から除外しております。

（2）非連結子会社は６社であります。
主要な非連結子会社は、㈱広島三協であります。

（連結の範囲から除いた理由)
非連結子会社６社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純
損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結
計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しておりま
す。

2．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社数

該当事項はありません。
（2）持分法を適用した関連会社数 ７社

主な関連会社は、ビニフレーム工業㈱、協和紙工業㈱であります。
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（3）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称
主要な非連結子会社は、㈱広島三協であります。
主要な関連会社は、三協大同鋁業股份有限公司であります。

（持分法を適用しない理由)
持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益（持
分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しており
ます。

（4）持分法の適用手続について特に記載する必要があると認められる事項
持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社については、当該会社の事業年
度に係る計算書類を使用しております。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、協立アルミ㈱他６社の決算日は連結決算日と一致しており
ます。
三協テック㈱他33社は３月31日、㈱エスケーシー、石川精機㈱は４月30日を
決算日としておりますが、いずれも連結決算日との差異が３ヶ月以内であるため、
そのまま連結しております。
上海立山商業設備有限公司他３社の決算日は12月31日のため、３月31日現在
で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。
なお、当該会社との決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引については、
必要な調整を行っております。

4．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
その他有価証券
イ）時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法によっており

ます。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定しております。）

ロ）時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。
② デリバティブ 時価法を採用しております。
③ たな卸資産 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）によっております。
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した
建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては定額法）を採用しております。また、在外子
会社は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ５～50年
機械装置及び運搬具 ４～13年

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、ソフトウエア（自社利用分）については、
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。

③ リース資産
イ）所有権移転ファイナ
ンス・リース取引に
係る資産

自己所有の固定資産と同一の減価償却の方法によ
っております。

ロ）所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引
に係る資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。
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（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収の可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与支給のため、翌連結会計年度の支給
見込額のうち、当連結会計年度に帰属する部分の
金額を計上しております。

③ 工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、未引渡
工事のうち当連結会計年度末において損失の発生
が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積るこ
とができる工事について、損失見込額を計上して
おります。

④ 製品改修引当金 過去に納入した防火設備（防火引き窓）が国土交
通省の大臣認定仕様と異なる仕様であったことに
伴い、今後発生すると見込まれる製品改修の支出
に備えるため、必要と認められる金額を見積り計
上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（６～10年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（６～14年）による定額法により按分した額をそ
れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。
なお、当社においては、保有する株式の一部を拠出して退職給付信託を設
定しております。

（5）重要な収益及び費用の計上基準
（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）
当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事に
ついては、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の
工事については工事完成基準を適用しております。
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（6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決
算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により
円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株
主持分に含めて計上しております。

（7）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップ取引に
ついては、特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用してお
ります。金利通貨スワップ取引については、一体処理（特例処理・振当処理）
の要件を満たしている場合には、一体処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
（通貨関係）
ヘッジ手段―商品リンクスワップ取引、通貨オプション取引
ヘッジ対象―外貨建予定取引

（金利関係）
ヘッジ手段―金利スワップ取引、金利通貨スワップ取引
ヘッジ対象―借入金の支払金利、外貨建借入金及び支払金利

（商品関係）
ヘッジ手段―商品スワップ取引
ヘッジ対象―アルミニウム地金の購入及び販売取引

③ ヘッジ方針
将来における為替変動リスク、金利変動リスク及びアルミニウム地金に係
る価格変動リスクの回避を目的として行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たすものについて、有
効性評価を省略しております。金利通貨スワップ取引については、一体処理
（特例処理、振当処理）の要件を満たすものについて、有効性評価を省略して
おります。また、その他のスワップ取引については、ヘッジ対象とヘッジ手
段の相場変動又はキャッシュ・フローを基礎に評価しております。
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（「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」を適用しているヘ
ッジ関係）
上記のヘッジ関係のうち、「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計
の取扱い」（実務対応報告第40号 2020年９月29日）の適用範囲に含まれ
るヘッジ関係のすべてに、当該実務対応報告に定められる特例的な取扱いを
適用しております。当該実務対応報告を適用しているヘッジ関係の内容は、
以下のとおりであります。
ヘッジ会計の方法―金利スワップ取引の特例処理
ヘッジ手段―金利スワップ取引
ヘッジ対象―借入金の支払金利
ヘッジ取引の種類―キャッシュ・フローを固定するもの

（8）のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果の発現する期間（５～10年）にわたって
均等償却しております。ただし、金額が僅少なものは、発生年度に全額償却し
ております。

（9）その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 繰延資産の処理方法

社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。
② 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっており、控除対象外
消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

③ 在外子会社における会計処理基準に関する事項
「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取扱
い」（実務対応報告第18号 2019年６月28日）を適用し、在外子会社に対
して連結決算上、必要な調整を行っております。

（表示方法の変更に関する注記）
連結損益計算書
前連結会計年度において「営業外収益」の「その他」に含めておりました「助成

金収入」（前連結会計年度17百万円）については、金額的重要性が増したため、当
連結会計年度より区分掲記しております。

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月

31日）を当連結会計年度から適用し、連結計算書類に会計上の見積りに関する注記
を記載しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金
額を算出しております。当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の
見積りによるもののうち、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリ
スクがある項目は以下のとおりであります。

1．ST Extruded Products Groupの固定資産の評価
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
ST Extruded Products Groupにおいては、米中貿易摩擦や新型コロナウイル
ス感染症の拡大に伴う欧州での景気悪化の影響等により営業損失が継続し、減損の
兆候が認められることから、資産グループの回収可能性のテストを行っております。
回収可能性のテストの結果、ベルギーに所在する資産グループの公正価値が帳簿価
額を下回ったことから、減損損失を365百万円計上いたしました。なお、ST
Extruded Products Groupの有形固定資産は9,124百万円、無形固定資産は400
百万円となっております。

（2）会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情
報
ST Extruded Products Group は米国会計基準を適用しており、資産グループ
の帳簿価額に回収可能性がなく、公正価値が帳簿価額を下回ると判断される場合に、
両者の差額を減損損失として認識しております。回収可能性のテストは資産グルー
プに減損の兆候が認められる場合に必要となり、帳簿価額が当該資産グループの使
用及び最終的な処分から見込まれる割引前キャッシュ・フローの総額を上回る場合
に、回収可能性がないと判定しております。
資産グループの公正価値は、新規受注の獲得による販売増加、新型コロナウイル

ス感染症の影響、将来の市場成長率といった仮定に基づいて作成した事業計画及び
割引率に基づいて算定しております。
これらの仮定には高い不確実性を伴うため、翌連結会計年度の固定資産の評価に

重要な影響を及ぼす可能性があります。
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2．当社の貸倒懸念債権に区分される営業債権に対する貸倒引当金の見積り
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
連結貸借対照表に計上されている営業債権50,370百万円（受取手形及び売掛金
46,132百万円、電子記録債権4,237百万円）に含まれる当社の貸倒懸念債権2,163
百万円に対して、貸倒引当金を592百万円計上しております。

（2）会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情
報
債権の貸倒れによる損失に備えるため、営業債権を一般債権、貸倒懸念債権、破
産更生債権等に区分し、貸倒懸念債権については財務内容評価法により貸倒見積高
を算定し、貸倒引当金を計上しております。
当社は、債権管理マニュアルに規定されている方針に基づき債権区分を決定して
おり、債権区分の決定は、取引先の財政状態及び経営成績並びに資金援助要請、支
払延期要請等のその他の信用懸念事由を総合的に勘案し決定しております。また、
貸倒懸念債権に対する貸倒見積高は、担保の処分見込額等に加えて、取引先の債務
超過の程度やその他の信用懸念事由を総合的に勘案して算定しております。
これらの債権区分の決定及び貸倒懸念債権に対する貸倒見積高の算定には高い不
確実性を伴うため、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性が
あります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1．担保提供資産

担保に供している資産及び担保付債務

担保に供している資産 担保権設定の原因
となっている債務

種 類 期末簿価
（百万円） 内 容 期末残高

（百万円）

建物及び構築物 2,643 支払手形及び買掛金 444

機械装置及び運搬具 1,947 短期借入金 371

土地 8,357 １年内返済予定の
長期借入金 200

その他 106 長期借入金 737

合 計 13,054 合 計 1,754
上記のうち工場財団に供しているもの

担保に供している資産 担保権設定の原因
となっている債務

種 類 期末簿価
（百万円） 内 容 期末残高

（百万円）

建物及び構築物 1,623 長期借入金 55

機械装置及び運搬具 1,947

土地 5,196

合 計 8,766 合 計 55

2．たな卸資産及び工事損失引当金の表示
損失が見込まれる工事契約に係る仕掛品は、これに対応する工事損失引当金79百
万円を相殺表示しております。

3．有形固定資産の減価償却累計額 257,932百万円
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4．土地の再評価
当社、連結子会社の協立アルミ㈱及び2001年12月１日付で当社と合併した富山

軽金属工業㈱並びに2012年６月１日付で当社と合併した三協マテリアル㈱は、土地
の再評価に関する法律（1998年３月31日公布 法律第34号）に基づき、事業用の
土地の再評価を行い、土地再評価差額金（合併受入れによるものを含む）を純資産
の部に計上しております。
（再評価の方法）
主に土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布 政令第119号）

第２条第５号によるところの鑑定評価による方法としておりますが、一部について
は、同条第４号によるところの路線価により算定した価額に合理的な調整を行う方
法としております。
再評価を行った年月日 2001年５月31日

2001年11月30日
再評価を行った土地の当連結会計年度末に
おける時価と再評価後の帳簿価額との差額 △8,465百万円

5．圧縮記帳
固定資産のうち、国庫補助金等による圧縮記帳額は以下のとおりであり、連結貸

借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除しております。
圧縮記帳額 361百万円
うち、 機械装置及び運搬具 253 〃

工具、器具及び備品
（有形固定資産「その他」） 105 〃

ソフトウエア（無形固定資産「その他」） 2 〃

6．受取手形裏書譲渡高 57百万円
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7．連結会計年度末日満期手形等
連結会計年度末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をも

って決済処理しております。
なお、決算日が連結決算日と異なる一部の連結子会社の事業年度末日が金融機関

の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形等が連結会計年度末残高に含
まれております。
受取手形 20百万円

8．財務制限条項
当社は金融機関とシンジケートローン契約及びコミットメントライン契約を締結

しております。これらの契約には財務制限条項が付されており、主な内容は次のと
おりであります。

（1）シンジケートローン
① 各連結会計年度の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、直前
の連結会計年度の末日の純資産の部の金額の75%以上に維持すること。

② 各連結会計年度の末日における連結損益計算書における営業損益を２期連続
して損失としないこと。

（2）コミットメントライン
① 各連結会計年度の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、直前
の連結会計年度の末日の純資産の部の金額の75%以上に維持すること。

② 各連結会計年度の末日における連結損益計算書における営業損益を損失とし
ないこと。

当該契約に基づく借入金残高は次のとおりであります。 17,951百万円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1．当連結会計年度末の発行済株式及び自己株式の種類並びに総数

当連結会計年度期首
株 式 数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株 式 数
（株）

摘 要

発行済株式

普通株式 31,554,629 － － 31,554,629

合計 31,554,629 － － 31,554,629

自己株式

普通株式 188,907 5,937 163 194,681（注）1・2

合計 188,907 5,937 163 194,681
（注）1．自己株式における普通株式の増加は、単元未満株式の買取によるもの（5,937株）であり

ます。
2．自己株式における普通株式の減少は、単元未満株式の買増請求に応じたもの（163株）で
あります。

2．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の
内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）当連結会計

年度期首
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
(親会社)

第２回無担保
転換社債型新
株予約権付社
債

普通株式 3,489,975 － 3,489,975 － －

合計 － 3,489,975 － 3,489,975 － －

（注）1．第２回無担保転換社債型新株予約権付社債については、一括法によっております。
2．目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数
を記載しております。

3．第２回無担保転換社債型新株予約権付社債の減少は、社債の償還によるものであります。
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3．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2020年８月27日
定時株主総会 普通株式 157 5.00 2020年５月31日 2020年８月28日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計
年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額
(百万円)

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年８月27日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 471 15.00 2021年５月31日 2021年８月30日
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（金融商品に関する注記）
1．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用調達計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入
や社債発行）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運
用しております。デリバティブ取引は、リスクヘッジ目的での利用に限定し、
投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客との信用取引に
よって発生したものであり、決済期日までの期間は顧客の信用リスクに晒され
ております。有価証券及び投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本
提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、１年以内の支払期日
であります。短期借入金、長期借入金は、主に運転資金及び設備投資資金の調
達を目的としたものであります。変動金利による借入金は金利の変動リスクに
晒されておりますが、このうちの一部についてはデリバティブ取引（金利スワ
ップ取引及び金利通貨スワップ取引）を利用してヘッジしております。
デリバティブ取引は、将来における為替変動リスク、金利変動リスク及びア
ルミニウム地金に係る価格変動リスクの回避を目的として行っております。な
お、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性
評価の方法等については、前述の連結計算書類作成のための基本となる重要な
事項に関する注記等 4．会計方針に関する事項に記載されている「(7) 重要な
ヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループでは、各社の債権管理規程又は与信管理規程などに従い、営
業債権について、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、取引
先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況の悪化等による回収懸念の早
期把握や軽減を図るなど、信用リスクを管理しております。
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② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社グループでは、将来における為替変動リスクを回避するために商品リ
ンクスワップ取引及び通貨オプション取引を、一部の借入金に係る支払金利
の変動リスクを抑制するために金利スワップ取引及び金利通貨スワップ取引
を、アルミニウム地金に係る価格変動リスクを抑制するために商品スワップ
取引を利用しております。投資有価証券については、定期的に時価や発行体
（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状
況を継続的に見直しております。デリバティブ取引については、取引権限等
を定めたデリバティブ取引の内部管理規程等に基づき、管理を行っておりま
す。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）
の管理
当社グループでは、当社及び連結子会社の各部署からの報告に基づき財務
部門が資金繰計画を作成・更新するなどの方法により、流動性リスクを管理
しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に
は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変
動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該
価額が変動することがあります。
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2．金融商品の時価等に関する事項
2021年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ
いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め
られるものは、次表には含めておりません（（注）2参照）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 23,926 23,926 －

（2）受取手形及び売掛金 46,132 46,132 －

（3）電子記録債権 4,237 4,237 －

（4）有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 7,534 7,534 －

資産計 81,830 81,830 －

（1）支払手形及び買掛金 40,010 40,010 －

（2）電子記録債務 16,931 16,931 －

（3）短期借入金 13,774 13,774 －

（4）長期借入金（※1） 55,246 55,242 △3

（5）リース債務（※1） 1,269 1,261 △8

負債計 127,232 127,221 △11

デリバティブ取引（※2） 1,072 1,072 －

（※1）長期借入金及びリース債務には、１年内返済予定分を含めて表示しておりま
す。

（※2）デリバティブ取引は、債権・債務を純額で表示しており、合計で正味の債務と
なる項目については( )で示しております。
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（注）1．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事
項

資産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金並びに（3）電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

（4）有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、MMF等は取引先
金融機関等から提示された価格によっております。

負債
（1）支払手形及び買掛金、（2）電子記録債務並びに（3）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

（4）長期借入金並びに（5）リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の発行、借入、リ
ース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して
おります。なお、金利スワップの特例処理及び金利通貨スワップの一体処理の
対象とされている一部の長期借入金の時価は、当該金利スワップ及び金利通貨
スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合
に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっており
ます。また、変動金利による一部の長期借入金の時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引
商品リンクスワップ、金利スワップ、金利通貨スワップ及び商品スワップ取
引の時価については、取引金融機関から提示された価格等によっております。
金利スワップ取引の特例処理及び金利通貨スワップ取引の一体処理によるも
のは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、
その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記負債（4）参
照）。
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（注）2．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計
上額

(単位：百万円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式

関係会社株式 3,382

その他 1,811

合計 5,193
（注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難
　 と認められるため、「（4）有価証券及び投資有価証券」には含めておりませ
　 ん。

（１株当たり情報に関する注記）
1．１株当たり純資産額 2,592円48銭
2．１株当たり当期純利益 53円68銭
（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する
当期純利益（百万円) 1,683

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期
純利益（百万円) 1,683

普通株主に帰属しない金額（百万円) －

普通株式の期中平均株式数（千株) 31,362

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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（その他の注記事項）
減損損失に関する事項
当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。
場所 種類 用途 金額（百万円）

ベルギー
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
その他

事業用資産
37
285
42

ドイツ 機械装置及び運搬具 遊休資産 55

富山県高岡市 土地 遊休資産 1

石川県志賀町 土地 遊休資産 0

計 422
（経緯）

事業用資産については、市場環境の低迷が継続している状況を受け米国会計
基準に基づき減損テストを実施した結果、公正価値が帳簿価額を下回ったため、
減損損失を認識いたしました。
遊休資産のうち土地については、帳簿価額に対する時価が下落しているため、
その他の遊休資産については、今後の使用見込みがないと判断されたため、減
損損失を認識いたしました。

（グルーピングの方法）
当社グループは、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分である
事業単位ごとに事業用資産をグルーピングしており、将来の使用が見込まれな
い遊休資産等については個々の物件単位でグルーピングをしております。

（回収可能価額の算定方法等）
事業用資産については、米国会計基準に基づき公正価値により測定しており
ます。なお、新型コロナウイルス感染症の影響が2022年５月期以降の一定期間
にわたり継続するものの、徐々に収束していくとの仮定のもと算出しておりま
す。
遊休資産のうち土地の評価については、正味売却価額により測定しており、
不動産鑑定基準に基づく鑑定評価額若しくは固定資産税評価額に合理的な調整
を行って算出した金額を使用しております。その他の資産の評価については、
他への転用や売却が困難であるため、零としております。
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券
① 子会社株式及び関連会社
　 株式

移動平均法による原価法によっております。

② その他有価証券
イ) 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法によっており

ます。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定しております。）

ロ）時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

（2）デリバティブ 時価法を採用しております。

（3）たな卸資産
① 商品及び製品・仕掛品・
原材料

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価
額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）によっております。

② 貯蔵品 最終仕入原価法によっております。

2．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

（リース資産を除く）
定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得し
た建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　 建物 ５年～50年
　 機械及び装置 ６年～13年

（2）無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、ソフトウエア（自社利用分）については、
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。
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（3）リース資産
① 所有権移転ファイナン
ス・リース取引に係る
資産

自己所有の固定資産と同一の減価償却の方法によ
っております。

② 所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引に係
る資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。

3．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収の可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

（2）工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、未引渡
工事のうち当事業年度末において損失の発生が見
込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることが
できる工事について、損失見込額を計上しており
ます。

（3）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当事業年度末において発生していると認めら
れる額を計上しております。事業年度末において、
年金資産見込額が退職給付債務見込額を超過して
いる場合は、超過額を前払年金費用として計上し
ております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の
平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による
定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生
時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の
年数（10年）による定額法により按分した額をそ
れぞれ発生の翌事業年度から費用処理することと
しております。
また、保有する株式の一部を拠出して退職給付信
託を設定しております。
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（4）製品改修引当金 過去に納入した防火設備（防火引き窓）が国土交
通省の大臣認定仕様と異なる仕様であったことに
伴い、今後発生すると見込まれる製品改修の支出
に備えるため、必要と認められる金額を見積り計
上しております。

4．収益及び費用の計上基準
（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）
当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事について

は、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につ
いては工事完成基準を適用しております。

5．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

6．ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップ取引につ
いては、特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用しておりま
す。金利通貨スワップ取引については、一体処理（特例処理・振当処理）の要
件を満たしている場合には、一体処理を採用しております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
（通貨関係）
ヘッジ手段―商品リンクスワップ取引、通貨オプション取引
ヘッジ対象―外貨建予定取引

（金利関係）
ヘッジ手段―金利スワップ取引、金利通貨スワップ取引
ヘッジ対象―借入金の支払金利、外貨建借入金及び支払金利

（商品関係）
ヘッジ手段―商品スワップ取引
ヘッジ対象―アルミニウム地金の購入

（3）ヘッジ方針
将来における為替変動リスク、金利変動リスク及びアルミニウム地金に係る
価格変動リスクの回避を目的として行っております。
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（4）ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たすものについて、有効
性評価を省略しております。金利通貨スワップ取引については、一体処理（特
例処理、振当処理）の要件を満たすものについて、有効性評価を省略しており
ます。また、その他のスワップ取引については、ヘッジ対象とヘッジ手段の相
場変動又はキャッシュ・フローを基礎に評価しております。

（「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」を適用しているヘッ
ジ関係）

上記のヘッジ関係のうち、「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の
取扱い」（実務対応報告第40号 2020年９月29日）の適用範囲に含まれるヘ
ッジ関係のすべてに、当該実務対応報告に定められる特例的な取扱いを適用し
ております。当該実務対応報告を適用しているヘッジ関係の内容は、以下のと
おりであります。
ヘッジ会計の方法―金利スワップ取引の特例処理
ヘッジ手段―金利スワップ取引
ヘッジ対象―借入金の支払金利
ヘッジ取引の種類―キャッシュ・フローを固定するもの

7．のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果の発現する期間（５年）にわたって均等

償却しております。ただし、金額が僅少なものは、発生年度に全額償却してお
ります。

8．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）繰延資産の処理方法

社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。
（2）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の
方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（3）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっており、控除対象外消

費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。
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（表示方法の変更に関する注記）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月

31日）を当事業年度から適用し、計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載し
ております。

（会計上の見積りに関する注記）
会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を

算出しております。当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによる
もののうち、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下
のとおりであります。

1．当社の貸倒懸念債権に区分される営業債権に対する貸倒引当金の見積り
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
貸借対照表に計上されている営業債権43,703百万円（受取手形3,001百万円、電
子記録債権3,422百万円、売掛金37,279百万円）に含まれる当社の貸倒懸念債権
2,163百万円に対して、貸倒引当金を592百万円計上しております。

（2）会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
連結注記表の会計上の見積りに関する注記の内容と同一であります。

（貸借対照表に関する注記）
1．担保に供している資産及び担保付債務

担保に供している資産 担保権設定の原因
となっている債務

種 類 期末簿価
（百万円） 内 容 期末残高

（百万円）

建物 1,623 長期借入金 55

機械及び装置 1,947

土地 5,283

合 計 8,853 合 計 55
なお、上記については工場財団を設定しております。
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2．たな卸資産及び工事損失引当金の表示
損失が見込まれる工事契約に係る仕掛品は、これに対応する工事損失引当金79
百万円を相殺表示しております。

3．有形固定資産の減価償却累計額 210,604百万円

4．保証債務
関係会社の金融機関からの借入金等に対して次のとおり債務保証を行っており
ます。

ST Extruded Products Germany GmbH 1,931百万円
ST Deutschland GmbH 4,329 〃
三協立山押出製品（天津）有限公司 1,253 〃
Thai Metal Aluminium Co.,Ltd. 85 〃
計 7,599 〃

5．土地の再評価
当社は土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布 法律第34号）に基
づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金（合併受入れによるもの
を含む）を純資産の部に計上しております。
再評価の方法
主に土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布 政令第119号）
第２条第５号によるところの鑑定評価による方法としておりますが、一部につい
ては、同条第４号によるところの路線価により算定した価額に合理的な調整を行
う方法としております。

再評価を行った年月日 2001年５月31日
2001年11月30日

再評価を行った土地の当事業年度末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額 △9,747百万円
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6．圧縮記帳
固定資産のうち、国庫補助金等による圧縮記帳額は以下のとおりであり、貸借
対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除しております。
圧縮記帳額 361百万円
うち、 機械及び装置 252 〃
　 車両運搬具 1 〃

工具、器具及び備品 105 〃
　 ソフトウエア 2 〃

7．関係会社に対する債権債務(区分表示したものを除く)
短期金銭債権 11,887百万円
短期金銭債務 14,447 〃
長期金銭債務 4 〃

8．財務制限条項
当社は金融機関とシンジケートローン契約及びコミットメントライン契約を締
結しております。これらの契約には財務制限条項が付されており、主な内容は次
のとおりであります。

（1）シンジケートローン
① 各連結会計年度の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、直前
の連結会計年度の末日の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

② 各連結会計年度の末日における連結損益計算書における営業損益を２期連続
して損失としないこと。

（2）コミットメントライン
① 各連結会計年度の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、直前
の連結会計年度の末日の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

② 各連結会計年度の末日における連結損益計算書における営業損益を損失とし
ないこと。

当該契約に基づく借入金残高は次のとおりであります。 17,951百万円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高 71,443百万円
営業取引以外の取引による取引高 1,023 〃
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 89,784株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
投資有価証券評価損 7,653百万円
退職給付信託設定額 1,270 〃
未払金及び未払費用 1,178 〃
製品改修費用 1,168 〃
ソフトウエア 830 〃
たな卸資産評価損 752 〃
退職給付引当金 727 〃
貸倒引当金及び貸倒損失 639 〃
固定資産除却損及び減損損失 580 〃
製品改修引当金 287 〃
一括償却資産 202 〃
その他 559 〃
繰延税金資産小計 15,851 〃
評価性引当額 △13,146 〃
繰延税金資産合計 2,705 〃

（繰延税金負債）
前払年金費用 983百万円
退職給付信託設定益 479 〃
その他有価証券評価差額金 395 〃
繰延ヘッジ損益 350 〃
資産除去債務に対応する資産 48 〃
繰延税金負債合計 2,257 〃
繰延税金資産（負債）の純額 447 〃
土地再評価に係る繰延税金負債 4,474 〃
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

種類 会社等の名
称

議決権の所有関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

期末残高
（被所有）
割合 科目 金額

子会社

三協テック
㈱

所有
直接100％

当社製品の
加工・販売
役員の兼任

製品売上
（注）１

16,269 売掛金
預り金

6,283
2,000

ＳＴ物流
サービス
㈱

所有
直接100％

当社製品の
保管及び運
搬
役員の兼任

荷具運賃等
（注）２

13,394 未払金 2,426

Sankyo
Tateyama
Europe
BV

所有
直接100％ 資金援助

資金の貸付
増資の引受
（注）３

5,833
5,135

関係会社
短期貸付
金

4,481

ST
Deutschland
GmbH

所有
間接100％ 債務保証 債務保証

（注）４
4,329 ― ―

ST
Extruded
Products
Germany
GmbH

所有
間接100％ 債務保証 債務保証

（注）４
1,931 ― ―

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等
が含まれております。
（注）1．製品の売価は、市場実勢を勘案して決定しております。
（注）2．荷具運賃等は、仕入先の提示価格に基づき、毎期交渉の上決定しておりま

す。
（注）3．Sankyo Tateyama Europe BV の増資の引受については、同社が行った

デット・エクイティ・スワップによる関係会社短期貸付金5,135百万円の
現物出資によるものであります。デット・エクイティ・スワップに伴い、
当事業年度において591百万円の貸倒引当金繰入額を計上しており、関係
会社短期貸付金に対して計上していた貸倒引当金591百万円を控除した
4,544百万円を関係会社出資金に計上しております。

― 28 ―

2021年07月27日 16時30分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



（注）4．仕入債務及び金融機関からの借入金について債務保証を行ったものであり
ます。

（１株当たり情報に関する注記）
1．１株当たり純資産額 2,112円 7銭
2．１株当たり当期純損失 12円57銭
（注）１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
損益計算書上の当期純損失（百万円） 395

普通株式に係る当期純損失（百万円） 395

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式の期中平均株式数（千株） 31,467

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記事項）
減損損失に関する事項
当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。
場所 種類 用途 金額（百万円）

富山県高岡市 土地 遊休資産 1

石川県志賀町 土地 遊休資産 0

計 1
（経緯）
遊休資産のうち土地については、帳簿価額に対する時価が下落しているため、

減損損失を認識いたしました。
（グルーピングの方法）
当社は、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分である事業単位ご
とに事業用資産をグルーピングしており、将来の使用が見込まれない遊休資産等
については個々の物件単位でグルーピングをしております。
（回収可能価額の算定方法等）
土地の評価は、正味売却価額により測定しており、その評価は不動産鑑定基準

に基づく鑑定評価額若しくは固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出した
金額を使用しております。
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